
社会保障審議会一障害者部会  

資 料 1  第47回（H20．12．3）  

これまでの議論の整理（案）  

※ 下線部は11月21日、27日の議論を踏まえた修正点。   
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を充実させていくべき。  

○ 例えば、市町村が、①一般的な相談支援のほか、地域移行の相談、家族との同居   

から地域生活への移行の相談～地域生活における24時間の相談、権利擁護などの   

多様な相談支援や、②住民に身近な相談支援事業者に寄せられた相談を、他のより   

適した相談支援事業者につなぐなど相談支援についての調整、などを行う相談支援  

とすべき。  の拠点的な機関を設置すること   

○ その際、①市町村の直営か委託か、②全障害か3障害別かなど対象者の範臥③   

設置数や他の市町村との共同設置、などについて、個々の市町村の実情が異なるこ   

とに配慮し、地域の実情に応じて柔軟に設置できるようl羊すべき。  

○ 障害者の自立した生活を支えていくため、障害者の抱える課題の解決や適切なサ   

ービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援していけるよう、サ   

ービス利用計画作成費の対象者について、施設入所者等を含め、原則としてサービ   

スを利用するすべての障害者に拡大していくべき。  

（サービス利用計画作成費の対  

象者）  

○ ケアマネジメントの充実に当たっては、障害者本人の憂国を基L自己選択、自   

己決定を支援していくという視点や、障害者が自らの力で自立した生活を送ってい   

けるよう障害者自身の力を引き出していく（エンパワメント）という視点が必要。  

また、サービス利用計画の作成に当たりサービス担当者会議の開催等を通じ、障   

害福祉、保健・医療、教育、就労、その他の地域の様々な関係者が連携して障害者   

の自立した生活を支えていくという視点が必要。  
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○ サービス利用の手続について、障害者の受けるサービスが適切なもの（必要かつ   

十分なもの）となるよう、そのプロセスにケアマネジメントの仕組みを導入すべき。   

具体的には、サービス利用計画の作成が、市町村による支給決定の後（利用できる   

サービスが決まった後）となっていることを改め、障害者が抱える課題を分析し、   

どのようにサービス等を組み合わせて支援していくべきかを含むサービス利用計   

画案を作成し、支給決定の参考とするようにすべき。  

（サービス利用手続の見直し）  

○ また、サービス利用計画の作成後についても、サービスの利用が障害者の状況や   

ニーズに適合しているかを確認するために、サービス利用計画作成費の活用によ   

り、一定期間ごとにモニタリングを実施し、サービス利用計画を見直すこととすべ   

き。  

（モニタリングの実施）  

○ 上記のケアマネジメント・モニタリングの実施については、  

市町村がその責任において統一的かつ総合的な判断により支給決定を行うとい  

う仕組みとの整合性を確保すること  

可能な限り中立的な者が、専門的な視点で一貫して行っていくこと  

様々なノウハウの蓄積や、専門的・専属的に対応する人材の確保などにより、  

質の向上を図っていくこと   

に留意することが必要と考えられる。  

（ケアマネジメントモニタリン  

グを実施する体制）  

○ このため、見直し後のサービス利用計画の作成については、上記の相談支援の拠   

点的な機関が指定事業者となって行うことが適当と考えられる。   

その際、第一義的には相談支援の拠点的な機関が行うこととしつつ、既存の相談   

支援事業者の活用を図るため、業務の一部を障害者の身近な相談支援事業者に委託   

できることとすることにより、市町村の実情に応じて働相談支援事   

業考が積極的に携われるようにしていくべき。  
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① 地域での生活の支擾  【基本的考え方】  

O 「障害のある人が普通に暮らせる地域づくり」という理念を踏まえ、退所・退   

院が可能な者について地域移行を更に進めていくとともに、できるだけ地域での   

自立した生活を継続していけるようにするため、以下の観点から支援の充実を図   

る。   

① 地域移行の促進   

② 「住まいの場」の確保   

③ 地域生活に必要な「暮らし」の支援  

ア）地域移行の促進  

（地域移行を支えるコーディネ  

ート機能）  

○ 障害者支援施設に入所している者や、精神科病院に入院している者であって、退   

所・退院が可能である者の地域移行を支えるため、入所・入院中の段階から、退所・   

退院に向けた相談や計画的な支援についての調整、更には実際の支援を行う取組に   

ついて、全国的に実施されるよう充実させていくことが必要。  

○ 具体的には、   

（1）施設入所者や精神科病院の入院者についても、退所・退院に向けて、サービ  

ス利用計画作成費の対象者としてケアマネジメントを行い、計画的に支援をす  

る   
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（2）また、入所・入院者の地域移行に向けて、退所・退院後の生活を見据え、地   

域の福祉サービスの見学・体験や、地域生活の準備等のための外出の支援など   

必要な支援について給付の対象とする  

ことを検討すべき。  

○ 長期間入所や入院をしている者が、施設・病院の外での生活に徐々に慣れていく   

ことにより、円滑な地域移行が可能となるよう、退所・退院後に自立訓練事業によ   

り生活訓練を受けることに加えて、入所・入院中の段階から、宿泊等の地域生活の   

体験ができるような仕組みが必要。  

このため、地域移行を希望している者について、グループホーム等を体験利用し   

たり、居宅において障害福祉サービスを利用して過ごす体験をする場合に給付の対   

象とすることを検討すべき。  

（移行のための宿泊等の体験を  

支える給付）  

○ 刑務所に入所していた者筆の支援を必要としている障害者について、退所後、円   

滑に地域で暮らしていけるようにする等の支援が必要。  

（刑務所からの出所者等の支援）  

○ 障害者入所施設については、常時介護が必要な障害者等について施設において必   

要な支援を行う役割を果たしている。  

今後、専門性を持つ地域の資源として、   

（1）入所者に対する地域移行の支援   

（2）グループホームやケアホームの実施、日中活動系の事業、短期入所、訪問事  

業の実施など、地域生活を支えるための支援   

の役割について、更に果たしていくべき。  

（地域移行における入所施設の  

役割）  

○ 地域移行を考えるに当たっては、施設や病院からの移行だけではなく、できるだ   

け地域生活を継続していくという観点から、家族と同居しているうちから障害福祉   

サービスを利用したり、グループホーム・ケアホ輪ム等の地域での生活に移行した  

（家族との同居からの地域移行）  
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ど、質の面でも充実を図っていくことができるよう、報酬改定等において検討すべ  

き。  

サ叩ビスの質の向上）  

○ 身体障害者についてもー層の地域生活移行を進めていくために、身体障害者がグ   

ル鵬プホーム・ケアホームを利用できるようにするよう、検討すべき。   

（身体障害者のグループホー  

ム・ケアホーム）  

その際、  

（1）在宅の障害者が、本人の意に反してゲルⅦプホwム・ケアホ鵬ムの利用を勧  

められることがないようにする  

（2）身体障害者をグループホームーケアホ岬ムの対象とする趣旨は、施設からの  

地域移行や、地域における自立した生活の継続であることを踏まえ、高齢で障  

害となった者については新規利用の対象としないこととする  

など、 留意が必要と考えられる。  

ウ）地域生活に必要な「暮らし」  

の支援  

○ 障害者が地域において安心して暮らすことができるよう、入居に関する支援や、   

緊急時に対応できる24時間のサポート体制などについて、充実を図っていくべき。  

（緊急時のサポートの充実）  

○ 具体的には、24時間の相談支援体制を整え、実際に支援を行った場合や、地域   

生活への移行のために入居に関する支援を行うことについて給付の対象とするこ   

とについて検討すべき。  

○ 同じく、障害者の緊急時や家族の咄三頼ること   

ができ、障害者が地域で安心して暮らすことができるよう、ショートステイ（短期   

入所）について、単独型のショートステイを含め、更なる充実が図られるよう、報  

（ショ岬トスティの充実）  
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高齢者や母子施策など様々な施策との整理が必要と考えられることから、基本的1  

1重 検討が必要と考え 

して何 力の対応が考えられるかど か検討す 

○ 恒常的に生じる住宅費に対する直接的な現金給付については、障害者のみならす                                       ∴れ  
○ 他方 地域移 と  観点から必要と  費用     障琶増挿銅 も と  
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（Ⅲ）障害児支援  【基本的考え方】  

○ 障害のある子どもが心身ともに健全に育つ権利を保障するとともに、「自立と   

共生」という理念を踏まえ、障害の有無に関わらず安心して暮らせる地域づくり   

を目指し、以下の4つの基本的視点を基に、障害児支援施策を充実させる。   

① 子どもの将来の自立に向けた発達支援   

② 子どものライフステージに応じた一貫した支援   

③ 家族を含めたトータルな支援   

④ できるだけ子ども・家族にとって身近な地域における支援  

① ライフステージに応じた支   

援の充実  

ア．障害の早期発見・早期対応策  

（関係機関の連携による障害の  

早期発見・早期対応の取組の強  

化）  

○ 障害の早期発見・早期対応の取組を強化するため、各地域において、医療機関（産   

科、小児科）、母子保健、児童福祉、障害児の専門機関等の連携を強化し、可能な   

限り早期から親子をサポートしていく体制づくりを進めていくべき。その際、地域   

自立支援協議会について、子ども部会を設置する等、活用を図るべき。  

（「気になる」という段階からの  

支援）  

○ また、可能な限り早期から専門的な支援を行うことが子どもの発達支援の観点か   

らも大切と考えられ、障害があると明確な診断ができないケのスや、親が障害があ   

ることに気付き適切に対応できていないケースなど、「気になる」という段階から   

親子を支援すべき。このため、障害児の専門機関が保健センターなど親にとって身  
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負担感を軽減し、ぎりぎりまで頑張って在宅で育てられなくなるということを防ぐ  

ため、ショートステイの充実等、レスバイト（一時的休息）の支援を図るべき。  

○ あわせて、障害児がサービスを利用した場合の利用料の軽減措置を継続するな   

ど、家族の負担能力を踏まえた配慮を行うべき。  

③ 施設機能の見直し等による   

支援の充実  

ア．入所施設の在り方  

○ 障害児の入所施設について、障害種別等により7類型となっているが、障害の重   
複化等を踏まえ、複数の障害に対応できるよう一元化を図っていくべき。その際、   
他の障害を受け入れられるようにしつつ、主に対象とする障害の種別を示せるよう   

にするなど、それぞれの施設の専門性を維持していくことが可能となるよう配慮が   
必要。また、例えば重症心身障害児について手厚い人員配置が可能となるようにす   

るなど、基準等について検討していくことが必要。  

（入所施設の一元化）  

○ 児童福祉法において、障害児の入所施設に満18歳以降も在園できるとされてい   

る取扱いについて、機能的には子どもから大人にわたる・支援の継続性を確保しつ   

つ、制度的には、．満18歳以上の入所者は、他の障害者と周様に、障害者施策で対   

応していくよう見直していくべき。  

（在園期間の延長措置の取扱い）  

○ その際には、支援の継続性を確保するための措置や、現在入所している者が退所   

させられることがないようにする措置など、十分な配慮が必要。   

特に、重症心身障害児■者については、重症心身障害児・者の特性に応じた支援  
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や、児者巾貫した支援の継続性が保たれるよう十分な配慮が必要。  

○ また、在宅で暮らす重症心身障害児・者の支援についても充実を図っていくべき。  

○ 障害児の入所施設について、入所者の多様化等の状況を踏まえ、心理的ケアが行   

える専門的なスタッフの充実や、小規模な単位での支援ができるような施設の在り   

方、障害児の将来の自立を見据えた住まいの在り方について、検討していくべき。  

（障害児の入所施設・住まいの在   

い一女1    ノ ／ J ／  

○ 障害児の入所施設について、地域との関わりを深めていくとともに、地域の実情   

に応じて、地域への支援や短期入所の実施など地域の中の専門機関としての役割を   

強化していくべき。  

イ．行政の実施主体  

○ 障害児施設の実施主体について、通所については、在宅の支援策や児童デイサー   

ビスの実施主体は既に市町村であり、通所施設を一元化しより身近なところで支援   
を受けられるようにしていくことも踏まえ、都道府県が支援を行うこととしつつ、   

市町村とする方向で検討すべき。  

（通所施設の実施主体）  

○ 入所については、市町村とした場合、児童養護施設等の入所措置の実施主体は都   

道府県であり、実施主体が異なることとなることから、障害児が虐待された場合等   

の判断に課題がある。また、措置は都道府県、契約は市町村とした場合、同じ施設   

への入所について実施主体が異なり、混乱が生じるおそれがある。   

このため、当面は都道府県とすることが適当と考えう槌。その際、障害児施設   

に入所する障害児や保護者の相談支援を市町村が行うこととするなど、市町村の関   

与を強めていくこととすべき。  

（入所施設の実施主体）  
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